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VWの惨状に象徴される自動

車業界の苦境を見ていると、欧

州が目指す脱炭素化戦略は抜

本的な見直しが避けられない

という思いが湧いてくる。修正

せずに強行すれば経済のみな

らず、社会に深刻な影響が出る

のではなかろうか。 

欧州では気候変動の危機が

真剣に受け止められている。テ

レビを見ていると、これに絡ん

だニュースに接しない日はな

いし、ドキュメント番組もいっ

たいどれほどあるのかと思わ

せるほど多い。 

こうした欧州で、脱炭素に率

先して取り組み、それを通して

次世代の産業競争で優位に立

つというアイデアが出てくる

のは自然だと思う。 

だが、現実を見ると青写真と

のずれが時間の経過とともに

拡大しているようにみえる。

BEV の分野で主導権を握るの

は中国であり、周回遅れの欧州

メーカーの業績不振の大きな

原因となっていることは周知

転を通した製造業の空洞化に

つながる懸念がある。 

脱炭素がインフレを促進し

やすいことは以前から指摘さ

れている。そのうえ、産業基盤

が崩れ雇用不安が広がるよう

であれば、有権者の理解は得ら

れない。ポピュリズムに栄養を

与えるだけである。Ifo経済研究

所のフュスト所長は HB紙のイ

ンタビューで、政策に対する信

頼感が揺らぐのを承知のうえ

で、EUが計画する 35年の ICE

販売禁止を撤回すべきだとの

認識を示した。 

脱炭素を成長につなげる構

想とそれを実行に移した決断

力については称賛に値すると

今でも思っている。しかしなが

ら、この取り組みを、細部と市

場などの環境変化に常に目を

配りながら管理するプロジェ

クトマネジメントが事実上、欠

如していることは致命的な欠

点だろう。企業であれば当然、

行われる取り組みである。まし

て EUレベルで進めるケタ違い

のプロジェクトであれば必要

不可欠なはずだが、複雑極まる

利害を調整するこの巨大な政

策マシンは機敏に動くことが

できない。 

のとおりである。中核部品の車

載電池は中国製が大半であり、

欧州の希望の星だったノース

ボルトは経営難に陥っている。

電池の主要材料に至っては中

国の独断場である。 

太陽電池では中国製品が欧

州市場を独占するようになっ

て久しい。風力発電タービンも

欧州勢の立場は危うくなり始

めている。 

脱炭素のコスト低減が思っ

たように進んでいないことも

大きな問題だ。BEVが売れない

最大の原因は ICEと比べた割高

感がいつまで経っても解消さ

れないことにある。鉄鋼や化学

などエネルギー集約産業の脱

炭素化のカギを握るグリーン

水素についてもコスト高止ま

りの懸念がこのところ強く

なってきた。 

コストが割高であればメー

カーは競争力を保つことがで

きない。炭素差額契約や補助

金、国境炭素税などを通して人

工的に競争力を維持すること

は可能かもしれないが、そのつ

けの少なくとも一部は税など

を通して有権者が支払うこと

になる。また、欧州域内で生産

される製品の域外での競争力

は低下しかねないため、工場移

余白一滴 

土屋伸爾 

 為替・株価・原油 

 ゲシェフトフューラーの豆知識 
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独商工会議所連合会（DIHK）は 10 月 29 日に発表した秋季企業景気

アンケート調査レポートのなかで、2024 年の国内総生産（GDP）実質成長

率を前回予測（5月）の 0％からマイナス 0.2％へと引き下げた。25年もゼ

ロ成長に停滞するとしている。GDPは23年も0.3％縮小したことから、ドイツ

経済は 3 年連続で成長できないことになる。マルティン・ヴァンスレーベン

専務理事は「わが国が経験しているのは深刻な構造危機だ。高いエネル

ギー・人件費、常軌を逸したビューロクラシー、重い税負担の上に、地政学

的な不透明性と国内外の需要崩壊が加わっている」と危機感を表明し

た。欧州経済のけん引車だった同国が重荷になっているとの認識も付け

加えた。 

DIHKは毎年 3回（年初、初夏、

秋）、会員企業を対象に大規模な景

気アンケート調査を行っている。

今回の秋季調査では約2万5,000社

から回答を得た。 

それによると、事業の現状を「良

い」とする回答の割合は前回調査

（初夏）の 28％から 26％に減少し

た。「悪い」は 23％から 25％に増

えており、「良い」と「悪い」の差

（DI）は 5ポイントから 1ポイント

に縮小した。 

同 DIを部門別でみると、製造は

前月のマイナス 5 ポイントからマ

イナス 16ポイントへと大幅に落ち

込んだ。受注不足の長期化が反映

されている。自動車業界は 27ポイ

ント減のマイナス 31ポイントと下

げ幅が際立って大きい。割高な生

産コスト、車両電動化への対応の

遅れ、中国競合の台頭が響いた格

好だ。 

同DIは個人消費の低迷を背景に

流通部門でも振るわず、8ポイント

減のマイナス 15ポイントに落ち込

んだ。建設（15ポイント）とサービ

ス（12ポイント）は比較的高い。 

今後 1 年間の見通しについては

事業が「改善する」との回答が前回

の 16％から 13％に減少。「悪化す

る」は 26％から 31％に拡大し、DI

はマイナス 10ポイントからマイナ

ス 18 ポイントへと大幅に悪化し

た。長年の平均（5ポイント）を 23

ポイントも下回っている。建設が

マイナス 31ポイント、流通がマイ

ナス 28ポイント、製造がマイナス

19 ポイント、サービスがマイナス

14ポイントと 4部門すべてがマイ

ナスに沈んだ。 

 

 3年連続成長なし 
欧州経済のけん引車から重荷に転落 

 

   総合 

次ページに続く⇒ 

ドイツ商工会議所連合会の会員企業定期アンケート調査　（単位：％）

    * メーカーのみを対象とした質問　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　出所：ドイツ商工会議所連合会
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人件費負担重く 

 

事業の現状と今後の見通しをも

とに算出される景況感指数は 91.0

となり、コロナ禍初期に当たる 20

年初夏以来の低水準に落ち込ん

だ。22 年初夏の調査以降は同指数

が長年の平均である 111 を下回り

続けている。ロシアのウクライナ

侵略と中国経済の変調が両国に強

く依存してきたドイツ経済を直撃

していることの反映とみられる。 

今後 1 年間の事業リスクに関し

ては「内需」（4ポイント増の 59％）

と「経済政策の枠組み条件」（3ポ

イント増の 57％）で特に数値が高

かった。自動車大手フォルクス

ワーゲン（VW）の収益力低下に象

徴されるように「人件費」（1ポイ

ント増の 54％）を重荷と感じる企

業も多くなっている。受注不足を

受け「外需」は 6ポイント増の 47％

と増加幅が大きかった。「エネル

ギー・原料コスト」は 49％と高水準

に達しものの、ピーク時の 22年秋

（82％）からは大幅に低下した。 

メーカーを対象に今後 1 年間の

輸出見通しを尋ねた質問では、輸

出が「増える」との回答は 2ポイン

ト減の 19％、「減る」は 5ポイント

増の 31％だった。DIはマイナス 12

ポイントで、長年の平均（17ポイン

ト）を 29ポイントも下回った。中

間財業界はマイナス 17ポイントと

特に低い。投資財と消費財もそれ

ぞれマイナス 9ポイント、マイナス

5 ポイントと減少回答が増加回答

を上回った。 

今後 1年間の投資額を「増やす」

と企業は 4部門全体で 1ポイント

減の 23％に縮小した。「減らす」は

2 ポイント増の 33％に拡大してお

り、DIは 7ポイントからマイナス

10 ポイントへと悪化した。先行き

不透明感を受けて投資を抑制する

企業が増えている。4部門すべてが

マイナスとなっており、内需不足

は深刻だ。 

今後 1 年間の雇用の見通しに関

しては「増える」が 1ポイント減の

12％、「減る」が4ポイント増の24％

で、DIはマイナス 7ポイントから

マイナス 12 ポイントに落ち込ん

だ。部門別では製造がマイナス 20

ポイントと最も低く、これに流通

がマイナス 17ポイントで続いた。 

<SC50511> 

雇用者団体と労働組合は被用者

の賃金を労使協定で取り決める。

各被用者の給与は協定で定められ

た賃金表に従って決まる。では、賃

金表に規定されていない高額の給

与はどのような取り扱いがなされ

るべきなのだろうか。この問題に

絡んだ係争で最高裁の連邦労働裁

判所（BAG）が 10月下旬に判決（訴

訟番号： 5 A R 82／ 24）を下した

ので、取り上げてみる。 

裁判は金属労組 IG メタルの組

合員である開発技術者が雇用主を

相手取って起こしたもの。原告は

労働契約で 2022年 6月に「賃金協

約外（aussertariflich）」というステ

イタスを得た。賃金協約外とは、IG

メタルが電機・自動車・機械業界な

どの雇用者団体ゲザムトメタルと

取り決めた賃金表の最上級賃金グ

ループを超える給与の取得者を指

す。原告の月給は 8,212ユーロで、

最 上 級 賃 金 グ ル ー プ の 給 与

（8,210.64ユーロ）を同月以降、わ

ずかに上回った。 

原告はステイタスの変更を受け、

賃金協定外の月給は 1 万 136.27

ユーロであるはずだと主張。自ら

に支給されている月給（8,212ユー

ロ）との差額支払いを求めて提訴

した。 

原告の主張は、賃金表では賃金

グループ間の支給額格差が23.45％

あることを根拠としている。この

考えに基づくと、最上級賃金グ

ループの給与（8,210.64ユーロ）を

23.45％上回る 1万 136.27ユーロが

原告の正当な月給となる。 

原告は一審と二審でともに敗訴

し、最高裁の BAGでも判決は覆ら

なかった。判決理由で BAGの裁判

官は、IGメタルとゲザムトメタル

の協定では賃金協約外を賃金表の

最上級賃金グループを超える給与

の取得者としか定義していないこ

とを指摘。これを補足する解釈を

裁判所が行うことは、外部の干渉

を排して労使が協定を取り決める

ことを認めた、基本法（憲法）9条

3項に基づく「労使協定の自律」原

則に抵触するためできないと言い

渡した。 

<SC50538> 

賃金表の規定を超える高額給

与の取り扱いで最高裁判決 
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ドイツ連邦統計局が 10月 30日

に発表した 2024年第 3四半期（7

～ 9月）の国内総生産（GDP）は物

価調整後の実質に季節・営業日数

を加味したベースで前期比 0.2％

増の 104.74（20年＝ 100）に拡大し

た。経済のプラス成長は 2四半期

ぶり。政府最終消費支出と民間最

終消費支出（個人消費）が全体をけ

ん引した。 

GDPはこのところ、四半期ごと

に増加と減少を繰り返しており、

ドイツ経済は成長できない状況が

長期化している。統計局のプレス

リリースで公表された 23 年第 1

四半期以降の指数を見ると、23年

第 3四半期の 105.00が最高。これ

に比べると 24 年第 3 四半期は

0.2％低い。 

統計局は今回、24 年第 2 四半

期の成長率を従来のマイナス

0.1％からマイナス 0.3％に下方

修正した。 

<SC50513> 

投資の重点地域を国内から国外

に移すドイツ企業が今後増える見

通しだ。独大手企業 185社の最高財

務責任者（CFO）を対象にコンサル

ティング大手デロイトが今秋実施

したアンケート調査によると、投

資の重点をドイツに置く企業は現

在の 82％から 5年後には 63％へと

19 ポイントも減少する。デロイト

は国内の需要低迷と生産コスト上

昇の影響が主力産業の自動車、機

械、化学で特に大きいことを指摘。

「長期的にみてこれらセクターの

投資の（国外）移転はドイツの成長

と生産性にとって大きな問題にな

る」と警鐘を鳴らした。 

国内の重要性が相対的に低下す

ることから、国外の多くの地域・国

では独企業の投資が増える見通し

だ。5年後の増加幅が最も大きい地

域は「ドイツ以外の欧州」で 5ポイ

ントに上った。これに北米、イン

ド、東南アジア、アフリカがそれぞ

れ 4ポイントで続く。日本も 1ポイ

ントとわずかながら恩恵を受け

る。中国は 4ポイント減となってお

り、国外では唯一、投資が減る。地

政学的リスクの増大が反映されて

いる。 

製造業では北米重視の増加幅が

最も大きく、現在の 20％から 33％

へと増える。特に自動車、機械メー

カーの多い。2位はアフリカで、0％

から 8％に拡大。化学メーカーでは

約 25％が 5年後に同地が重点投資

地域になると回答した。 

ドイツ国外で新規投資を行う理

由としては「国際市場へのアクセ

スの改善」が 40％で最も多かった。

これに「生産コストが低い」が

34％、「リスク分散」が 25％、「戦

略的国際パートナーシップ」が

18％で続いた。 

製造業では生産コストを理由と

する企業が特に多く、自動車業界

では 50％強、消費財業界では約

66％に達した。 

一方、業務・事業の種類によって

は依然としてドイツを重視する企

業が多いことも分かった。「イノ

ベーション、研究・開発の新規投資

は国外よりも国内で行いますか」

との質問では「はい」が 51％に上

り、「いいえ」（24％）の 2倍以上

に達した。 

<SC50512> 

 

 

GDPが2四半期ぶりに増加 

第3四半期は＋0.2％に 

 独企業の国内投資が今後5年で大幅減少 
研究・開発では国内重視が多数派 

  * 物価・季節・営業日数調整値　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　出所：連邦統計局
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連邦雇用庁（BA）が 10月 30日に

発表した同月の失業者数は 279 万

1,000人となり、前月を 1万 6,000

人、下回った。10月は例年、失業者

数が減少する。季節要因を加味し

たベースでは2万7,000人増加して

おり、雇用情勢の悪化が続いてい

る。前年同月比（非調整ベース）で

は増加幅が18万 3,000人に上った。 

失業率（同）は前月と同じ 6.0％

だった。前年同月に比べると 0.3ポ

イント高い。 

国際労働機関（ILO）基準の 9月

の失業率は3.3％となり、前月を0.5

ポイント下回った。 

10月の求人件数は 68万 9,000件

で、前年同月に比べ 6万件、減少し

た。求人指数 BA-X（2015年＝ 100）

は前月を 1ポイント上回る 108。前

年同月に比べると 7ポイント低い。 

一方、Ifo経済研究所が 4日に発

表した 10月のドイツ雇用計画指数

（2015年＝ 100）は前月を 0.3ポイ

ント下回る 93.7となり、コロナ禍

初期に当たる 20年 7月以来の低水

準へと落ち込んだ。同指数の悪化

は 5カ月連続。調査担当者は「企業

は空席となったポストを新規雇用

で埋めるよりも従業員を解雇する

見通しだ」と述べた。 

雇用計画指数を業界別でみる

と、数値（DI）が最も低いのは製造

業で、1.3 ポイント減のマイナス

18.8に落ち込んだ。受注不足に伴う

労働力ニーズの減少を受け、23 年

4 月から一貫してマイナスの領域

に沈んでいる。流通も個人消費の

低迷を背景にマイナス 16.8ポイン

トと振るわない。サービスと建設

はともにプラス 0.4 ポイントとな

り横ばいを保った。旅行と ITでは

求人需要が旺盛という。 

<SC50516> 

ドイツ連邦統計局が 10 月 30 日

に発表した同月の消費者物価指数

（速報値）は前年同月比 2.0％増と

なり、上げ幅は前月を 0.4ポイント

上回った。インフレ率の上昇は 3カ

月ぶり。比較対象の 2023年 10月は

エネルギー価格が大幅に低下しイ

ンフレ率が押し下げられていたこ

とから、今年 10月はそのベース効

果で水準が押し上げられた格好だ。 

物品の変動率は前月のマイナス

0.3％から 0.4％へと 0.7ポイント上

昇した。エネルギーの下げ幅が

7.6％から 5.5％に縮小。食料品は上

げ幅が 1.6％から 2.3％に膨らんだ。

エネルギーと食料品を除いたコア

のインフレ率は 0.2 ポイント増の

2.9％に上昇した。 

サービスは上げ幅が 4.0％とな

り、前月を 0.2ポイント上回った。

高インフレを受けて大幅に引き上

げられた賃金が料金にほぼそのま

ま転嫁されるという業界特有の事

情が背景にある。 

前月比のインフレ率は 0.4％で、

前月の同 0％から大きく上昇した。 

欧州連合（EU）基準のインフレ率

は前年同月比が 2.4％、前月比が

0.4％。前月はそれぞれ 1.8％、マイ

ナス 0.1％だった。 

<SC50514> 

ドイツ連邦統計局が 10月 31日

に発表した 9 月の輸入物価指数

（2021年＝ 100）は 111.8となり、

前年同月比で 1.3％低下した。下落

は 4 カ月ぶり。エネルギー価格が

16.1％減と大幅に下がり、全体が強

く押し下げられた格好だ。 

エネルギーの品目別の下げ幅を

みると、原油は 19.9％を記録。軽油

とガソリンはそれぞれ 34.2％、

30.9％に達した。電力は 22.2％、天

然ガスは 5.6％だった。エネルギー

を除いた輸入物価は前年同月を

0.6％上回った。 

中間財は 0.4％下がった。下げ幅

は電池で 5.2％、鉄・鉄鋼で 3.6％に

上った。非鉄金属は 6.5％上昇した。 

投資財も0.3％低下した。自動車・

自動車部品は 2.5％上がっている。 

耐久消費財は0.4％、非耐久消費財

は 2.4％の幅でそれぞれ上昇した。食

料品は上げ幅が 6.5％と大きい。 

農産物は 7.3％上がった。カカオ

豆は上げ幅 107.8％を記録。コー

ヒー生豆とアボカドもそれぞれ

37.3％、35.9％に達した。玉ねぎは

41.6％、豚は 13.7％低下した。 

輸入物価は前月比ではマイナス

0.4％となり、3 カ月連続で低下し

た。指数は 2 月以来の水準まで下

がっている。下げ幅はエネルギー

で 4.1％、中間財と耐久消費財で各

0.3％、投資財で 0.1％を記録。農産

物と非耐久消費財はそれぞれ

2.4％、0.1％上昇した。 

9 月の輸出物価指数は前年同月

比 0.4％増の 114.5となり、5カ月連

続で上昇した。全体を最も強く押

し上げたのは投資財で、上げ幅

1.5％を記録。機械は同 2.0％、自動

車・自動車部品は 1.8％に上った。

中間財は変動がなかった。 

輸出物価の前月比の変動率はマ

イナス 0.1％だった。下落は 2カ月

ぶり。エネルギーと農産物が前月

割れとなった。 

<SC50515> 

 

 

インフレ率3カ月ぶりに上昇 

10月は2％に 

輸入物価4カ月ぶりに下落 

エネルギーの下げ幅16％に 

雇用情勢改善せず 

人員削減は今後も 
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11月 1日付の法令改正 

・企業間の係争で裁判言語に英

語を用いる特別法廷「商事裁判所

（Commercial Court）」を導入。裁判・

経済立地競争力の強化が狙い 

 

・医薬品の臨床試験と認証手続

きを簡素化。医薬品研究の競争力

強化に向け 

・改正道路交通令が施行。時速 30

キロ道路や電気自動車の専用走行

レーンの設定、自転車走行レーン

の拡大などで自治体の裁量が拡大 

 

・性別とファーストネームの自

己決定権強化。自らのジェンダー

意識に見合った変更が戸籍役場に

提出するだけで可能に 

 

・祭りその他の公共イベント会

場へのナイフ持ち込みが禁止に。

難民による殺傷事件を受け 

<SC50518> 

欧州連合（EU）の欧州委員会は

10 月 29 日、中国製の電気自動車

（BEV）に対する関税上乗せを正

式決定したと発表した。30 日から

5年間にわたって、最大 35.3％の追

加関税を課す。 

欧州委は 6月、中国で生産される

BEV について進めている反補助金

調査について、不当な公的補助を

受け、安値で BEVを EUに輸出し

て域内の事業者を圧迫していると

する暫定調査結果を発表。同国製

BEVの関税を従来の 10％から引き

上げる方針を打ち出した。 

この問題をめぐっては、中国の

報復を恐れて反対する EU 加盟国

が少なくなく、10月 4日の採決で

は EU の自動車大国であるドイツ

やハンガリー、スロバキア、スロベ

ニア、マルタの 5カ国が反対、スペ

インなど 12カ国が棄権。フランス、

イタリア、ポーランド、オランダ、

デンマーク、アイルランド、ブルガ

リア、バルト 3国の 10カ国が賛成

した。 

追加関税は国外のメーカーが中

国国内で生産するBEVも対象とな

る。上乗せ幅は各社の反補助金調

査への協力度、中国政府から受け

ている補助金など優遇措置の度合

いによって決まる。調査に非協力

的なメーカーが最大 35.3％。協力的

な場合は 20.7％となる。テスラは補

助金が他のメーカーより少ないと

して特別扱いされ、全メーカーで

最低の 7.8％となった。 

中国の主要メーカーでは、上海

汽車集団が最高の 35.3％。従来の

10％と合わせて 45.3％となる。比亜

迪（BYD）は 17％、吉利汽車は

18.8％。 

関税上乗せに猛反発する中国政

府は 8月、世界貿易機関（WTO）の

ルールに反する不当な措置とし

て、EUをWTOに提訴。また、EU

が追加関税を発表してから、対抗

措置として、EU産の豚肉、乳製品、

ブランデーへの反ダンピング（不

当廉売）または反補助金調査を開

始し、ブランデーに関しては 10月

8日、反ダンピング関税を暫定的に

課すと発表した。 

一方、EU、中国とも BEV関税問

題を話し合いで解決する姿勢は崩

しておらず、今後も協議を続ける

方針だ。 

<SC50517> 

 中国製BEVへの関税上乗せ発動 
対話による解決に向け協議は継続 
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自動車最大手の独フォルクス

ワーゲン（VW）グループが 10月 30

日に発表した 2024年 7-9月期（第 3

四半期）決算の営業利益は 28 億

5,500万ユーロとなり、前年同期を

41.7％下回った。売上高は 0.5％減

の 784億7,800万ユーロとほぼ横ば

いを保ったものの、サプライ

チェーンの支障と組織再編コスト

が響き大幅な減益となった。売上

高営業利益率は前年同期の 6.2％か

ら 3.6％へと縮小した。 

株主帰属の純利益は 68.8％減の

12 億 1,200 万ユーロと減少幅が大

きかった。中国事業の不振を受け、

同国合弁会社の利益が大きく目減

りしたことが背景にある。 

1-9月期の営業利益は 129億 700

万ユーロで、前年同期を 20.5％割り

込んだ。売上高は0.9％増の2,372億

7,900万ユーロで、売上高営業利益

率は1.5ポイント減の5.4％。同利益

率を部門別でみると、大衆車は 0.5

ポイント減の4.4％、高級車は4.6ポ

イント減の4.5％、スポーツ車は4.2

ポイント減の 14.6％、商用車は 1.0

ポイント増の 9.0％となっている。 

<SC50520> 

 

 

独自動車大手フォルクスワーゲ

ン（VW）は 10月 30日、競争力を

長期的に保つために必要な人件費

削減の具体的な要求を公表した。

金属労組 IGメタルと従業員代表の

事業所委員会が要求する賃上げ要

求などは受け入れ不可能と強調。

給与と諸手当を大幅に引き下げな

ければならないとしている。 

経営陣は 9月、ドイツ本国の従業

員の雇用を 30年に渡って保障して

きた協定の破棄を IGメタルに通告

した。国内の少なくとも 3工場を閉

鎖する必要があるとしており、大

規模な整理解雇も辞さない構え

だ。事業所委によると、経営陣は従

業員 12万人のうち 1万人を削減す

る考え。 

IG メタルと事業所委はこれに強

く反発し、雇用保障協定破棄の撤

回を求めている。また、これまでの

賃金協定が失効したことを受け、

7％の賃上げを要求している。 

経営陣は 30日の声明でこれらの

要求を退けるとともに、主力の独

VW 乗用車ブランドの 1-9 月期の

売上高営業利益率が前年同期の

3.4％から 2.1％に低下したことを

指摘。経営側の交渉担当者である

アルネ・マイスヴィンケル氏は、こ

のような低い水準にとどまってい

たのでは将来の競争力確保に必要

な資金を捻出できないとして人件

費の大幅削減は必要不可欠だと訴

えた。 

人件費が低いチェコ子会社の

シュコダでは同利益率が 6.4％から

8.3％に上昇した。独工場の現在の

コストは目指すべき水準を 25 ～

50％上回っているというのが経営

陣の判断だ。 

人件費の削減に向けては給与を

10％引き下げるほか、◇管理職と

スペシャリストを対象とするボー

ナスや社用車などの優遇制度「タ

リフプルス」の見直し◇月 170ユー

ロの手当の廃止――などを打ち出

している。 

これらの措置が実施されると、

従業員の収入は大幅に減少するこ

とになる。事業所委によると、工場

勤務の平均的な従業員では減収幅

が約 18％に達する。ただ、それでも

VW 従業員の給与水準は相対的に

高いもようだ。マイスヴィンケル

氏は「引き下げを行った場合でも

フォルクスワーゲンの給与水準は

製造業平均と比較して依然として

かなり魅力的だ」と明言した。 

<SC50519> 

 

フォルクスワーゲン（自動車）―7-9月期の純益69％減少― 

 

   企業情報 

 フォルクスワーゲン（自動車）―給与・諸手当の大幅削減を経営陣が要求― 
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電機大手の独シーメンスは 10月

30 日、産業ソフトウエアの有力企

業である米アルテア・エンジニア

リングを買収することで両社が合

意したと発表した。工場や製品な

どに関わる物理世界の出来事を、

そっくりそのまま仮想空間にリア

ルタイムに再現するデジタルツイ

ンのコンピテンスを強化し、IT 企

業としてのプロフィールを一段と

鮮明化する。ローラント・ブッシュ

社長は「シミュレーション、高性能

コンピューティング、データサイ

エンス、人工知能分野におけるア

ルテアの能力を（自社のビジネス

プラットフォームである）シーメ

ンス・エクセラレーターに加える

ことで、全世界で最も包括的な AI

ベースの設計・シミュレーション

ポートフォリオが生まれる」と意

義を強調した。 

株式公開買い付け（TOB）を通し

てアルテアを買収する。1株当たり

の提示額は 113 ドル。これは買収

観測が出る前日の終値を 19％上回

る水準で、アルテアを約 100 億ド

ルと評価したことになる。全株式

の取得に成功すれば、シーメンス

史上で 2 番目に大きな買収とな

る。2025年下半期の取引完了を見

込む。 

アルテアはミシガン州トロイに

本社を置く 1985年の設立。人工知

能（AI）を活用した産業用シミュ

レーションに強みを持つ。従業員

数は 3,500人で、そのうち 1,400人

を研究開発要員が占める。昨年の

売上高は 5億 5,000万ドル。これま

で 4 年連続で赤字を計上してきた

が、今年 1-9月期の純損益は 1,300

万ドルの黒字となった。 

シーメンスは同社の買収によ

り、デジタル事業の売上高（2023年

9月期 73億ユーロ）が 8％増加する

と見込んでいる。クロスセリング

やポートフォリオの補完性などの

効果で売上高は中期的に年 5 億ド

ル、長期的に同 10億ドル拡大する

見通し。営業利益（EBITDA）につ

いては買収後 2年目で 1億 5,000万

ドル超のシナジーを予想する。 

<SC50524> 

 

 

化学大手の独 BASFが 10月 30

日に発表した 2024年 7-9月期（第 3

四半期）決算の営業利益（EBITDA、

特別項目を除く）は 16億 2,200万

ユーロとなり、前年同期を 5.0％上

回った。6部門中 4部門で 2ケタ台

の増益率を記録。自動車や農業向

け事業の不振が相殺された。売上

高は横ばいの157億3,900万ユーロ

で、売上高営業利益率は 9.8％から

10.3％に上昇した。 

株主帰属の純損益は前年同期の

赤字（2億 4,900万ユーロ）から 2億

8,700万ユーロの黒字に転換した。

本業が好調だったほか、石油・天然

ガス採掘子会社ヴィンタースハ

ル・デーエーアーの事業の大半を

英石油・天然ガス大手ハーバー・エ

ナジーに売却した取引が大きい。 

24年 12月期の EBITDA（同）が

80 億～ 86 億ユーロになるとした

従来予測は据え置いた。ただ、化学

業界を取り巻く環境は依然として

厳しいことから、予想レンジの下

限付近になると慎重な見方を示し

ている。 

<SC50522> 

軸受大手の独シェフラーは 5日、

欧州で人員削減を実施すると発表

した。パワートレイン大手ヴィテ

スコの吸収合併と業績不振を受け

た措置。2029 年末までに年コスト

を約 2億 9,000万ユーロ圧縮する。

計画の詳細は年内に明らかにする

としている。 

従業員 4,700人を削減する。対象

者の一部は配置換えされることか

ら実際に削減幅は 3,700人となる。 

自動車向け事業では需要が減少

する内燃機関車向け部品の生産を

徐々に減らしていく。市場の拡大

が想定を下回る電動車向け部品の

分野にもメスを入れる。 

産業向け事業ではロボット用の

遊星歯車を製造する独ハーメルン

工場を閉鎖する。 

<SC50521> 

 

 

シーメンス（電機）―産業ソフトの米社買収へ、デジタルツイン強化― 

 

BASF（化学）―7-9月期増益も12月期の見通しは慎重― 

 シェフラー（軸受）―欧州で人員削減― 
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豊田自動織機は 10月 31日、独電

機大手シーメンスから空港物流事

業を取得することで合意したと発

表した。顧客基盤を拡大するとと

もに、取得する事業の技術力を生

かした更なる高付加価値製品・

サービスを提供する狙い。蘭子会

社ファンダランデを通してシーメ

ンス子会社シーメンス・ロジス

ティクスの株式を 100％取得する。

成約額は 3億ユーロ。2025年の取

引完了を見込む。 

シーメンス・ロジスティクスは

空港手荷物ハンドリング製品と

物流デジタル化ソリューション・

サービスを手がける企業。独南部

のニュルンベルクに本社を置き、

世界 16カ国に 50カ所超の拠点を

展開する。従業員数は 2,500人超、

売上高は約 5億 5,000万ユーロ。

シーメンスは中核事業の絞り込

みに伴い同子会社を売りに出し

ていた。 

ファンダランデは 17年に豊田自

動織機の子会社となったグローバ

ルな物流ソリューション企業。同

子会社が重点強化する空港手荷物

ハンドリングの分野では、世界的

な航空旅客の需要増加に伴い、市

場が今後一段と拡大すると見込ま

れている。また、近年の空港大型

化・ハブ化を背景に、フライトや旅

客の情報と連動した柔軟で効率的

な手荷物搬送・仕分けを実現する

自動化システムへのニーズが高

まっていることから、ソフトウエ

ア開発に強く世界の主要空港への

システム導入実績を持つシーメン

ス・ロジスティクスの買収に踏み

切った。 

<SC50525> 

 

半導体大手の独インフィニオン

は 10 月 29 日、厚さ 20 マイクロ

メートルのパワー半導体向け 300

ミリシリコンウエハーの取り扱い

と加工に成功したと発表した。大

幅な薄型化によりエネルギー効率

などの性能が向上しており、人工

知能（AI）データセンターなど消費

電力の多い分野で大きな需要が見

込まれる。すでに顧客へのリリー

スを開始した。11 月中旬に開催さ

れる見本市エレクトロニカ 2024

（ミュンヘン）で一般公開する。 

これまで最も薄い最先端ウエ

ハーは厚さが 40マイクロメートル

だった。インフィニオンが開発し

たのはその半分にとどまる。その

効果でウエハーの基板抵抗が 50％

減少。電力損失が 15％以上、削減さ

れる。ヨッヘン・ハーネベック最高

経営責任者（CEO）は「パワー半導

体の技術的限界を押し広げる」と

意義を強調した。 

ウエハー上のチップを保持する

金属スタックはこれまで、厚さが

20 マイクロメートルを超えてい

た。インフィニオンはウエハー厚

を 20マイクロメートルまで薄くす

る技術的ハードルを克服するた

め、独自のウエハー研磨技術を確

立した。 

20 マイクロメートルのウエハー

の加工は、インフィニオンの既存

の製造ノウハウの上に構築されて

いることから、製造の複雑さを増

すことなく、新技術を既存のシリ

コン量産ラインにシームレスに統

合することができる。 

<SC50523> 

 

豊田自動織機（機械）―シーメンスの空港物流事業買収― 

 インフィニオン（半導体）―世界最薄のシリコンウエハーを実現― 

FBCのロングリスト調査は  

① 貴社の案件に合う対象企業をヨーロッパ全土から探します 

② 全ての企業に貴社のプレゼン資料を送付 

③ その後メール・電話で興味の有無を1件1件確認します 

新たなビジネスパートナーを探します 

https://fbc.de/business/list_research/
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エネルギー大手の独 RWEは 31

日、電気自動車（BEV）製造の米リ

ヴィアンと売電契約（PPA）を締結

したと発表した。リヴィアンの充

電インフラ向けに再生可能エネル

ギー電力を 15年間、供給する。 

テキサス州にある陸上風力発電

パーク「チャンピオン・ウインド」

から電力を供給する。現在リパワ

リング作業が行われている同パー

クの容量は 127メガワット（MW）。

シーメンス・ガメサの 3.1MWター

ビン 41基が設置される。リパワリ

ング工事は来年半ばに終了する予

定。BEV の走行距離に換算して年

に約 10億マイル分を発電できる。 

チャンピオン・ウインドは 2008

年に稼働を開始した。解体する設

備に使用されている部品はリサイ

クルする計画。ブレードからは現

地企業 REGEN ファイバーの協力

を受け、強化繊維と建材用添加剤

を製造する。 

<SC50528> 

独投資会社ムタレスの墺特殊エ

ンジン子会社シュタイヤー・モー

ターズの株式が 10月 30日、フラン

クフルト証券取引所で上場され

た。経営再建に成功したことから

ムタレスは保有株の一部を放出。

上場益を確保した。 

既存株と新株を私募方式でプロ

の投資家に販売した。価格は 1株当

たり14ユーロ。上場規模は1,550万

ユーロで、ムタレスには 1,270 万

ユーロが入る。私募・上場によりム

タレスの出資比率は 70.9％に低下

した。 

初値は 15.90 ユーロとなった。

シュタイヤー・モーターズは 8,270

万ユーロと市場から評価されたこ

とになる。 

同社は軍用と民生用のエンジン

を手がける。売り上げの 6 割を軍

用、4割を民生用が占める。ムタレ

スは仏電機大手ターレスから 2022

年第 4四半期に同社を譲り受け、経

営再建を進めてきた。 

シュタイヤー・モーターズの売

上高は今年 4,100万～ 4,500万ユー

ロとなり、営業利益（EBIT、調整済

み）900万～ 1,100万ユーロを計上

する見通し。来年は売上高で 40％

増、売上高営業利益率で 20％超を

目指す。 

<SC50527> 

 

横河電機は 10月 30日、子会社ヨ

コガワヨーロッパが北西欧州最大

の二酸化炭素回収・貯留（CCS）プ

ロジェクトである「アラミス輸送

システム」の制御、通信、全体的な

システムインテグレーションに関

する基本設計（FEED）を受注した

と発表した。 

アラミスは複数の大手エネル

ギー企業が進めるプロジェクト。

立ち上げ段階で年およそ 500 万ト

ンの二酸化炭素（CO2）を輸送・貯

蔵する。2030 年以降は段階的に拡

張していき、最終的な容量を年

2,200万トンとする目標だ。CO2は

北海の枯渇した海底ガス田に貯留

する。 

プロジェクトはロッテルダム港

にインフラが構築されることか

ら、さまざまな産業クラスターに

CO2 輸送・貯蔵サービスを提供で

きる。「ポルトス」や「CO2ネクス

ト」など同港の他の CCSプロジェ

クトと連携する。 

ヨコガワヨーロッパは、グルー

プ会社KBCおよび仏エンジニアリ

ング会社 Ekium と共同で、アラミ

スの中央管理室、CO2 パイプライ

ン、CO2 配分用海上プラット

フォームを対象とする統合制御安

全システム、通信、およびシステム

インテグレーションの FEED 調査

を実施する。FEEDの設計は年内に

完成する予定。 

<SC50526> 

 

 

RWE（エネルギー）―BEVの米リヴィアンに再生エネ供給― 

 

シュタイヤー・モーターズ（エンジン）―経営再建を受けて上場― 

 横河電機（電機）―欧州CCSプロジェクトで受注― 
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※弊社との契約でご指定になった住所の事業所及びEメールアドレス以外に本誌を配布・転送することを固く禁止いたします。 

バイオ製薬大手の独ビオンテッ

クが 4日に発表した 2024年 7-9月

期（第 3四半期）決算の売上高は 12

億 4,480万ユーロとなり、前年同期

を 39％上回った。新型コロナウイ

ルスのオミクロン株 JN.1系統対応

ワクチンに対する当局の承認を昨

年よりも早く取得し、適時に供給

を開始できたことから、大幅増収

となった。純利益も 23％増えて 1

億 9,810万ユーロとなった。 

1-9月期の純損益は 9億 2,480万

ユーロの赤字となり、前年同期の

黒字（4億 7,240万ユーロ）から悪化

した。新型コロナウイルス用ワク

チンの需要激減のほか、研究開発

費の大幅引き上げが背景にある。

売上高は 33％減の 15 億 6,110 万

ユーロへと落ち込んだ。 

24 年 12 月期の売上高について

は従来予測の 25億～ 31億ユーロ

を据え置いた。ただ、予測レンジの

下限付近になるとしている。同期

は売り上げに匹敵する規模の研究

開発費（24億～ 26億ユーロ）を計

画していることから、赤字計上が

避けられない。ウール・シャヒン最

高経営責任者（CEO）はガン治療薬

の開発が順調に進んでいることを

明らかにした。 

<SC50531> 

独鉄鋼 2 位メーカーのザルツギ

ターは 4日の適時開示で、第 2位株

主である複合企業の GP ギュン

ター・パーペンブルクが同社の株

式公開買い付け（TOB）を検討して

いることを明らかにした。GPギュ

ンター・パーペンブルクは独リサ

イクリング企業 TSRリサイクリン

グとコンソーシアムを組み、すで

に保有する分を含めザルツギター

株を最低 45％プラス 1株、取得す

る考え。1株当たりの買い取り提示

額や TOBの狙いなど詳細は現時点

で明らかにされていない。 

GPギュンター・パーペンブルク

は建設や建材、建機、リサイクルな

ど幅広い事業を手がける企業で、

雇用規模は約 4,000 人。ザルツギ

ター株の保有比率は 25.1％で、筆頭

株主のニーダーザクセン州（同

26.5％）に次いで多い。コンソーシ

アムのパートナーである TSRリサ

イクリングは廃棄物処理大手レモ

ンディスの完全子会社で、雇用規

模は約 4,300人に上る。 

ザルツギターは従業員数が 2 万

5,000人に上る。2024年 12月期は売

上高 95億ユーロ、税引き前赤字 2

億 7,500万～ 3億 2,500万ユーロを

見込む。 

<SC50530> 

 

 

エネルギー大手の独 RWEは 10

月 31日、デンマークで計画する洋

上風力発電パーク「トーア（Thor）」

の建設が同国エネルギー庁から認

可されたと発表した。2025 年春に

も基礎工事を開始し、27 年末まで

に全面稼働させる計画だ。 

トーアはユトランド半島北西部

の沖合 22キロの海域に設置予定の

パーク。発電容量はデンマークで

最大の 1.1ギガワット（GW）に上

る。100 万世帯の電力消費量をカ

バーできる。 

シーメンス・ガメサ製のタービ

ン（SG 14-236 DD）72基を設置す

る。タワーの半数で環境に優しい

鉄鋼を使用。ブレードについても

40 基でリサイクル可能なものを採

用する。 

RWE が世界で運営する洋上風

力発電パークの容量は現在 3.3GW

に上る。同社はこれを 30年までに

3倍の 10GWに引き上げる目標だ。 

<SC50529> 

 

ビオンテック（製薬）―コロナワクチンの早期投入で7-9月期大幅増収に― 

 

ザルツギター（鉄鋼）―第2位株主がTOB― 

 RWE（エネルギー）―デンマーク最大の洋上風力パーク、建設許可を取得― 
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※弊社との契約でご指定になった住所の事業所及びEメールアドレス以外に本誌を配布・転送することを固く禁止いたします。 

自動車業界の構造展開に伴い業

界従事者数の減少は避けられないも

のの、減少幅は政策に大きく左右さ

れる――。市場調査会社プログノー

スは独自動車工業会（VDA）の委託

で調査を実施し、そんな結論を導き

出した。VDAのヒルデガルト・ミュ

ラー会長は「枠組み条件が良ければ

良いほど、トランスフォーメーショ

ンはより良く行われる」と述べ、政策

当事者に適切な対応を促した。 

プログノシスによると、独自動

車業界の雇用規模はピーク時の

2019年時点で 95万 8,000人に達し

た。その後は減少に転じており、23

年までに純ベースで 4万 6,000人、

縮小した。約 7万 5,000人が減少し

たのに対し、約 2万 9,000人の新規

雇用が創出された。 

雇用の減少が創出を下回る傾向

は今後も続く見通しだ。35 年まで

に 19年比で約 30万人減少。ITなど

の分野で 11万人の新規雇用が創出

され得るため、業界従事者数は差

し引きで 19万人縮小する。 

ただ、必要とする専門人材を確

保できなかったり、ドイツの産業

立地条件が悪化するなどのマイナ

ス要因があると、雇用規模の縮小

幅は膨らむことになる。 

VDAは構造転換の直撃を特に強

く受ける中堅企業で GX（グリー

ン・トランスフォーメーション）、

DX（デジタル・トランスフォー

メーション）のための資金確保が

難しい現実を指摘。銀行融資や公

的な助成措置を受けやすくするよ

う政府に要請した。 

<SC50532> 

ドイツ連邦カルテル庁は 10 月

31 日、自動車大手フォルクスワー

ゲン（VW）の高級スポーツ車子会

社ポルシェが電池大手のファルタ

に出資する計画と、ファルタの

100％子会社である車載電池製造

の V4ドライブ・バッテリーを買収

する計画をともに承認したと発表

した。アンドレアス・ムント長官

は、競争が阻害される可能性はな

いと明言した。 

ファルタは 7月、民事再生手続き

の適用を裁判所に申請した。これ

を受け、同社の救済に向けた取り

組みが進められ、8月には債権者と

戦略投資家が再建計画で合意。

ファルタにはオーストリアの投資

家ミヒャエル・トイナー氏とポル

シェがそれぞれ 32％、債権者が計

36％を出資することが取り決めら

れた。 

ポルシェはV4ドライブ・バッテ

リーが開発中の電池セルを自社モ

デルに搭載することを計画してい

る。ファルタが破たんするとこの

計画がとん挫しかねないことか

ら、V4ドライブ・バッテリーへの

出資を通して、電池セルを確実に

調達できるようにする考えだ。株

式 70％を取得し子会社化する。 

カルテル庁はファルタへのポル

シェの出資について、ポルシェの

親会社である VW とファルタは事

業分野が異なることから市場競争

が損なわれる恐れはないと判断し

た。ポルシェの V4ドライブ・バッ

テリー買収に関しても、V4ドライ

ブ・バッテリーがポルシェ以外の

企業にも車載電池を供給する見通

しなどを踏まえ、問題はないと結

論付けた。 

<SC50533> 

 

 自動車業界の雇用規模、35年までに19万人縮小 
中堅企業のGX・DX資金確保支援を政府に要請 

ポルシェの車載電池メーカー

買収をカルテル庁が承認 

 

 

   
 

   経済・産業情報 

Ifo経済研究所が 5日に発表した

独化学業界の 10 月の景況感指数

（DI）は前月を 9.9ポイント上回る

マイナス 3.1 ポイントと大幅に上

昇した。製造業の電力コスト負担

軽減策を政府が打ち出したことが

大きい。今後 6カ月の見通しを示す

期待指数は前月のマイナス 15.9ポ

イントからプラス 4.7 ポイントへ

と 20ポイント以上、改善した。 

一方、現状は依然として厳しく、現

状判断指数は 0.5 ポイント減のマイ

ナス 10.6に低下。受注残高指数はマ

イナス 32.3 ポイントからマイナス

45.6 ポイントへと大きく落ち込ん

だ。生産計画指数も 1.1ポイント低下

しマイナス 5.5ポイントとなった。 

10月（第 4四半期初頭）の工場稼

働率は 73.6％で、7月（第 3四半期

初頭）を 1.1ポイント下回った。稼

働率の低下は 2四半期連続。 

<SC50534> 

化学業界の景況感が大幅改善 

政府の電力コスト軽減策受け 
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ドイツ機械工業連盟（VDMA）が

10月 31日に発表した独業界の 9月

の新規受注高は物価調整後の実質

で前年同月を 4％下回った。国内受

注が 16％減少し足を強く引っ張っ

た格好。VDMA の景気分析担当者

は、市場の低迷のほか、政府与党間

の争いが絶えず政策の軸足が定ま

らないことを背景に企業が投資を

抑制しているとの見方を示した。 

国外受注は横ばいを保った。

ユーロ圏外は 1％減少したものの、

ユーロ圏が 4％増えたことから、差

し引きでゼロとなった。 

特殊要因による統計上のブレが

小さい 3カ月単位の比較でみると、

7～ 9月は前年同期に比べ実質 1％

低下した。国内が 9％減少。国外は

2％増で、内訳はユーロ圏がマイナ

ス 1％、ユーロ圏外がプラス 3％

だった。 

1～ 9月の新規受注高は実質 8％

落ち込んだ。国内が 15％、国外が

5％減少。ユーロ圏は 4％減、ユーロ

圏外は 8％減だった。 

<SC50535> 

 

 

ドイツ連邦統計局が 4 日に発表

した製造業の 2023年のエネルギー

消費量は 3,282ペタジュール（PJ）

となり、前年を 7.8％下回った。前

年も同 9.1％減少しており、大幅減

少に歯止めがかからない状況だ。

エネルギー価格の高止まりと受注

不足に伴う生産縮小が背景にあ

る。エネルギー集約型産業では 23

年の減少幅が 11.2％に達した。 

エネルギーを用途別でみると、

91％が発電・発熱に用いられた。残

り 9％は化学製品や肥料などの原

材料として使われた。 

使用量が最も多いエネルギー

キャリアは天然ガスで、シェアは

28％に上った。これに電力が 21％、

石油・石油製品が 16％、石炭が 15％

で続いた。 

業界別では化学のシェアが

26.5％で最大だった。同業界の使用

量のうち 31.6％は原料が占める。2

位以下の業界は金属製造・加工

（23.9％）、コークス・石油加工

（10.3％）、ガラス・ガラス製品・

セラミック・石土加工（7.2％）、製

紙（6.7％）、食品・飼料（6.2％）

の順となっている。 

<SC50536> 

 

 

機械業界の9月新規受注 

4％減少 

製造業のエネルギー消費量 

23年も大きく減少 

 

欧州連合（EU）の欧州化学物質庁

（ECHA）は 10月 30日、域内で販

売されている化粧品の 6％に、EU

が利用を厳しく制限している

PFAS（ペルフルオロアルキル化合

物およびポリフルオロアルキル化

合物）が含まれているとする調査

結果を公表した。 

ECHA は域内化粧品業界が化学

物質利用に関するルールを順守し

ているかを調べるため、EU13カ国

で調査を行った。345社の 4,686製

品が対象となった。 

自然界でほとんど分解されない

PFASは「永遠に残る化学物質」と

も呼ばれ、人体、環境に悪影響を及

ぼす。発がん性も疑われている。 

今回の調査では、日焼け止めク

リーム、リップライナーなどから

PFAS が検出された。EU で利用が

禁止されている成分も含まれてい

たという。 

<SC50537> 

EUで販売の化粧品 

6％に有害化学物質 

 

FBCのショートリスト調査は  

このデータをもとに即営業を開始できます 

① ロングリスト調査の結果、興味・関心を示した企業の担当者を割り出します 

② 当該企業の主な取引先や競合他社などのデータも入手します 

③ ショートリストとして提出します 

https://fbc.de/business/list_research/
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<SC50539> 

 

   目で見るドイツの経済・社会 

独農薬・肥料市場統計

出所：ドイツ農業工業会
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窒素肥料の月別販売量（単位：千トン）
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36.6%
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家庭園芸用薬剤売上高の内訳 2023年

1,385 1,282 1,193 1,146 1,205
1,431 1,342
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農薬売上高（単位：百万ユーロ）
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2021年 2022年 2023年

家庭園芸用薬剤の売上高の推移

(単位：百万ユーロ)
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<SC50540> 

 

   為替・株価・原油 （2024年10月23日～11月5日） 

対ポンド

対スイスフラン

対日本円

DAX40

出所：欧州中央銀行、ドイツ証券取引所、ロンドン国際石油取引所

ブレント原油（先物。1バレル当たり。単位：ドル）

対ドル

ユーロ相場
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71.42 71.12 72.55 73.16 73.10 
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